
貸 借 対 照 表 

（平成20年３月31日現在） 

（単位：百万円） 

 

科 目 金 額 科 目 金 額 

（資 産 の 部）  （負 債 の 部）   

 流 動 資 産   １９１,６５０  流 動 負 債   １５９,２０９ 

 現 金 及 び 預 金  ５,１５３  買 掛 金  ６４,６２８ 

 売 掛 金  ７９,３４８  短 期 借 入 金  ５６,１６４ 

 製 品  １０,９１９  未 払 金  ３０,６７０ 

 商 品  ２,４７２  未 払 法 人 税 等  １,１６４ 

 半 製 品  ２８,２４４  未 払 費 用  ２,１９３ 

 原 油  ３４,５３４  預 り 金  ２,２１０ 

 未 着 原 材 料  ２０,８９６  賞 与 引 当 金  １,０１７ 

 貯 蔵 品  ９４３  その他の流動負債  １,１６３ 

 前 払 費 用  ３５９   
 短 期 貸 付 金  ３,２７８ 固 定 負 債   ３１,０９９ 

 繰 延 税 金 資 産  １,７９９ 

 

長 期 借 入 金  ２０,９１３ 

 その他の流動資産  ３,９１４  退 職 給 付 引 当 金  ３,９９８ 

 貸 倒 引 当 金  △   ２０８ 役員退職慰労引当金  ２５７ 

     修 繕 引 当 金  ４,１５５ 

固 定 資 産   ８１,４４６ 製油所整備引当金  １,０４７ 

 有 形 固 定 資 産  ６２,９６０ 繰 延 税 金 負 債  ７２８ 

 建 物  ６,６２０ 負 債 合 計   １９０,３０８ 

 構 築 物  １２,２３１ 

  油 槽  ２,２０８ 

 

（純資産の部） 

 

 

 

  機 械 装 置  ２６,８２８  株 主 資 本   ７８,２２８ 

  船 舶  ２６   資 本 金  ６,３００ 

  車 両 運 搬 具  ５    

  工 具 器 具 備 品  ７８４  資 本 剰 余 金  ４,３１６ 

  土 地  １２,３４６  資 本 準 備 金  ４,３１６ 

  建 設 仮 勘 定  １,９１３    

      利 益 剰 余 金  ６７,６７７ 

  無 形 固 定 資 産  ２９２   利 益 準 備 金  １,５７５ 

  特 許 実 施 権  ２０７  その他利益剰余金  ６６,１０２ 

  ソ フ ト ウ ェ ア  ７７   特別償却準備金  ７５ 

  施 設 利 用 権  ８    固定資産圧縮積立金  １,２１６ 

  別 途 積 立 金  ２,７４２ 

投 資 そ の 他 の 資 産  １８,１９４     繰越利益剰余金  ６２,０６９ 

投 資 有 価 証 券  ９,０３６    

関 係 会 社 株 式       ２,８０２ 

 

  自 己 株 式 △   ６５ 

長 期 貸 付 金  １,５３８    

長 期 預 け 金  ６７８ 評 価 ・ 換 算差額等  ４,５６１ 

長 期 前 払 費 用     １７３  その他有価証券評価差額金  ２,０８０ 

そ の 他 の 投 資 等  ４,６９７    

貸 倒 引 当 金  △   ７２９ 

 

 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益  ２,４８１ 

  

   純 資 産 合 計  ８２,７８８ 

      

 資 産 合 計  ２７３,０９６  負債及び純資産合計 ２７３,０９６ 



損 益 計 算 書 

（ 自 平成19年４月１日

至 平成20年３月31日
） 

 

（単位：百万円） 

科 目 金 額 

     

売       上        高      ８３３,４５５ 

売     上     原    価    ８１３,２５８ 

売   上   総   利   益    ２０,１９７ 

販売費及び一般管理費    １２,９４７ 

営     業     利    益     ７,２５１ 

営   業   外   収   益     

受 取 利 息 及 び 配 当 金  ４６１   

為     替     差     益  ６２５   

そ の 他 の 営 業 外 収 益  １,４９９  ２,５８４ 

営   業   外   費   用     

支     払     利     息  １,０６９   

そ の 他 の 営 業 外 費 用  １,０１０  ２,０７９ 

経     常     利    益      ７,７５６ 

特     別    利     益     

３７０ 

２９９ 

７４ 

受 取 保 険 金 

投 資 有 価 証 券 清 算 益 

関 係 会 社 清 算 益 

特     別    損     失 

 

 

  

 

７４２ 

固  定  資  産  処  分  損  ２７４   

減     損     損     失 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 

 ２１８ 

１,０３２ 

  

１,５２３ 

税 引 前 当 期 純 利 益     ６,９７５ 

法人税、住民税及び事業税  １,９０１   

法 人 税 等 調 整 額   ８８５  ２,７８６ 

当 期 純 利 益     ４,１８９ 

     

 

 

 

 

 

 

 

 



個 別 注 記 表 

 

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  (１) 記載金額は百万円未満を四捨五入して表示している。 

  (２) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

     ① 製品、商品、半製品及び原油の評価の方法は月別総平均法に基づく原価法によっている。 

     ② 未着原材料は船別の取得価額を計上している。 

     ③ 貯蔵品の評価の方法は総平均法に基づく原価法によっている。 

  (３) 有価証券の評価基準及び評価方法 

     ① 子会社株式及び関連会社株式の評価の方法は移動平均法に基づく原価法によっている。 

     ② その他有価証券のうち、時価のあるものの評価の方法は期末日の市場価格等に基づく時価法により(評価差額
は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定している。)、時価のないものの評価の
方法は移動平均法に基づく原価法によっている。 

  (４) ヘッジ会計の方法 

        繰延ヘッジ処理によっている。なお、特例処理の要件を満たす金利スワップについては、特例処理によって
いる。 

  (５) 固定資産の減価償却の方法 

     ① 有形固定資産の減価償却の方法は定額法によっている。 

   （会計方針の変更） 

   法人税法の改正に伴い、当事業年度から平成 19 年４月１日以降に取得した有形固定資産について、改正後の 
法人税法に基づく減価償却の方法に変更している。なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は  
軽微である。 

   （追加情報） 

   法人税法の改正に伴い、平成 19 年３月 31 日以前に取得した有形固定資産については、償却可能限度額まで  
償却が終了した翌事業年度から５年間で均等償却する方法によっている。これにより、減価償却費が７５１百
万円増加し、従来の方法に比べ営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、それぞれ７５１百万円減少して
いる。 

     ② 無形固定資産の減価償却の方法は定額法によっている。なお、自社利用のソフトウェアについては社内に 
おける利用可能期間(５年)に基づく定額法によっている。 

  (６) 引当金の計上基準 

     ① 貸倒引当金は債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率を考慮し、貸倒懸念  
債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

     ② 賞与引当金は従業員の賞与の支給に備えるため、翌事業年度支給見込額の当事業年度対応額を計上している。 

     ③ 退職給付引当金は従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の  
見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上している。なお、数理計算上の
差異については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数(10 年)による按分額を翌事業年度 
から費用処理している。また、過去勤務債務については、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の
年数(10 年)による按分額を処理している。 

     ④ 役員退職慰労引当金は役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく事業年度末要支給額を計上して
いる。 

     ⑤ 修繕引当金は油槽及び機械装置の定期修理等に備えるため、当事業年度に負担すべき費用見積額を計上して
いる。 

     ⑥ 製油所整備引当金は製油所の過去の操業に起因する劣化部分の補修に備えるため、当事業年度以降に修繕費
が発生するものについて、引当金を計上している。 

  (７) 消費税及び地方消費税の会計処理 

        税抜方式によっている。 

 

２．貸借対照表に関する注記 

  (１) 有形固定資産の減価償却累計額                                                  １０６,９６５百万円 

(２) 担保に提供している資産の明細 

    ① 担保提供資産 

       ア．建物                                                                          ２,３４５百万円 



 

       イ．構築物                                                                        ９,６４１百万円 

       ウ．油槽                                                                          １,９５１百万円 

       エ．機械装置                                                                    ２１,３１３百万円 

       オ．土地                                                                          １,００１百万円 

     ② 上記に対する債務 

       ア．短期借入金                                  ３，２７６百万円 

       イ．長期借入金                                                                   ４，０９３百万円 

       ウ．未払金                                                                        ６，１７７百万円 

(３) 保証債務                                      ，９８１百万円               

(４) 関係会社に対する金銭債権債務 

               短期金銭債権                                                            ２１,１６５百万円 

               長期金銭債権                                                              １,０５８百万円 

               短期金銭債務                                                              １,０５５百万円 

(５) 国庫等補助金による圧縮記帳額                             ,１２２百万円 

               

３．損益計算書に関する注記 

  (１) 関係会社との取引高 

     ① 営業取引 

               売上高                                                                １５１,４６９百万円 

               仕入高                                                                  ８４,１１８百万円 

               販売費及び一般管理費                                                      ４,１２８百万円 

     ② 営業取引以外の取引                                                               １,８５５百万円 

  (２) 減損損失の内訳 

               建物                                                                          ,１１百万円 

               構築物                                                                        ,１０百万円 

               機械装置                                                                      , ７百万円 

               土地                                                                     , １８９百万円 

 

４．税効果会計に関する注記 

        繰延税金資産及び繰延税金負債 

            繰延税金資産 

               退職給付引当額                                                            １,６１９百万円 

               固定資産減損会計評価損                          １,１４４百万円 

        修繕引当金                                 １,０４６百万円 

               賞与引当額                                                           ,４１２百万円               

               その他の繰延税金資産                                                      ２,１０４百万円 

               繰延税金資産小計                                                          ６,３２５百万円 

               評価性引当額                                                            △１,２７１百万円 

               繰延税金資産合計                                                          ５,０５４百万円 

            繰延税金負債 

               その他有価証券評価差額金                                                  １,４１６百万円 

               繰延ヘッジ評価損益                                                        １,６８９百万円 



 

               その他の繰延税金負債                            ,８７８百万円 

               繰延税金負債合計                                                          ３,９８３百万円 

            繰延税金資産の純額                                                           １,０７１百万円 

 

５．関連当事者との取引に関する注記 

(１) 親会社及び法人主要株主等 

                                              （単位：百万円） 

属 性 名 称 
議決権等の 

所 有 割 合 

関連当事者

と の 関 係 
取引の内容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高 

主要株主 新日本石油㈱ 被 所 有 

直 接 

  １０％ 

役員の兼任 

製品の販売 

及 び 購 入 

製 品 販 売 

商 品 購 入 

固 定 資 産 

販 売 

そ の 他 

８１,７４８ 

５０,５９６ 

     ０ 

 

   ８５４ 

売 掛 金 

未 収入金 

買 掛 金 

未 払費用 

４,４１０ 

   ２５ 

８,１７１ 

    ５ 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

     ①販売価格及びその他の取引条件は、市場実勢を勘案した一定の方式で決定している。 

     ②商品の購入については、市場の実勢価格を勘案の上、交渉により一般的取引条件と同様に決定している。 

 

（２）子会社及び関連会社等 

（単位：百万円） 

属 性 名 称 
議決権等の 

所 有 割 合 

関連当事者と

の 関 係 
取 引 の 内 容 取 引 金 額 科 目 期 末 残 高 

子会社 九石商事㈱ 所 有 

直 接 

 １００％ 

役 員 の 派 遣 

製品及び固定 

資 産 販 売 

製 品 販 売 

商 品 購 入 

そ の 他 

３４,１１８ 

      ０ 

    ３２２ 

売 掛 金 

未 収 入 金 

流 動 負 債 

７,２５７ 

  １０６ 

    ２ 

子会社 九州アロマテ

ィックス㈱ 

所 有 

直 接 

  ５０％ 

役 員 の 兼 任 

製 品 の 販 売 

及 び 購 入 

製 品 販 売 

原 材 料 購 入 

そ の 他 

９５,０７７ 

 ６７,６７９ 

  １,３３９ 

売 掛 金 

未 収 入 金 

短期貸付金 

長期貸付金 

７,２７０ 

  ２１０ 

  ２７３ 

  ２０６  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

     ①販売価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定している。 

     ②原材料の購入については、市場の実勢価格を勘案した一定の方式で価格を決定している。 

      

（３）兄弟会社等 

（単位：百万円） 

属 性 名 称 
議決権等の 

所 有 割 合 

関連当事者と

の 関 係 

取 引 の 

内 容 
取 引 金 額 科 目 期 末 残 高 

主要株主の

子 会 社 

丸紅エネルギー㈱ なし 製 品 の 販 売 

及 び 購 入 

製 品販売 

商 品購入 

そ の 他 

６６,６２２ 

   ９１３ 

   １００ 

売 掛 金 

未 収入金 

買 掛 金 

未 払費用 

５,０２２ 

   ８３ 

   ２８ 

    １ 

主要株主の

子 会 社 

MITSUI OIL 

(ASIA) HK 

LTD. 

なし 製 品 の 販 売 

及 び 原 材 料 

購 入 

製 品販売 

原 材 料 

購 入 

そ の 他 

 ９,４３６ 

３６,６１１ 

    

 ８ 

売 掛 金 

買 掛 金 

３,０２７ 

４,２３１ 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

     ①販売価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案して当社が希望価格を提示し、価格交渉の上で決定している。 

     ②商品及び原材料の購入については、市場の実勢価格を勘案の上、交渉により一般的取引条件と同様に決定して

いる。 



 

     

６．１株当たり情報に関する注記 

  (１) １株当たり純資産                                                                  ６５７円７２銭 

  (２) １株当たり当期純利益                                                                 ３３円２８銭 

 

７．その他の注記 

新日本石油株式会社との経営統合 

 当社は、本年３月 18日に新日本石油株式会社と「経営統合に関する覚書」を締結し、10月１日に経営統合を行う 

べく鋭意検討を進めている。 

 

 


